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報道資料 

２０１７年７月５日 

公益社団法人 日本パブリックリレーションズ協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人 日本パブリックリレーションズ協会はこのほど、ＰＲ業実態調査を実施いた

しました。本調査は２００７年以降隔年で実施しているもので、今回で通算６回目となり

ます。 

調査は当協会会員社と非会員社合わせて２０４社を対象に行われ、７６社から回答が得ら

れました。有効回収率は３７．３％（前回調査は３５．５％）でした。 

本調査では、ＰＲ業各社の業務傾向などからＰＲ業界の最新の潮流を探るとともに、ＰＲ

業全体の売上規模を推計（※）いたしました。 

その結果、ＰＲ業界全体の売上高（２０１６年度）は推計で１，０１６億円となり、調査開

始以来はじめて１，０００億円を超える結果となりました。前回調査時点における売上高

（９４８億円／２０１４年度）に比べて、金額で約６８億円、率にして７．２％の伸びを

示しています。 

※推計に際しては、回答が得られた各社の売上高合計を基に、ＰＲ業各社の平均従業員数など

を勘案してＰＲ業全体の売上高を推計しています。 

 ２０１６年度：２０１６年４月～２０１７年３月 

 

＜ＰＲ業実態調査の概要＞ 

 調査対象 

公益社団法人 日本パブリックリレーションズ協会の会員企業１５６社、 

非会員企業４８社、計２０４社 

 調査方法 郵送法 

 回収率 ３７．３％ 

 調査実施時期 

２０１７年 ２月～３月 

 調査実施機関 

株式会社ハミングバード 

ＰＲ業実態調査を実施 

ＰＲ業売上高（２０１６年度）は１，０１６億円 

前回調査（２０１５年）に比べ７．２％の伸び 
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今回のＰＲ業実態調査で明らかとなった主なポイントは次のとおりです。カッコ内は前回

調査結果。 

 

＜ＰＲ会社のプロフィール＞ 

 ＰＲ専業社の平均従業員数は４４．８人（前回は４２．１人） 

ただし小規模会社が多いため中央値では１５人 

 従業員の男女構成比は４３：５７（４５：５５）で、“女性優位”の傾向が継続 

 

＜今後の売上動向、景況感＞ 

 ６３％が増加傾向と回答、横ばい傾向は２６％ 

 売上高では、ＰＲ業全体で前年比４．２％の増加を予測 

 景況感は「よい」が４１％（５０％）、「どちらともいえない」が３８％（３３％）で、

景気についての評価は、やや慎重な姿勢がうかがえる 

 

＜取り扱い業務傾向＞ 

 

ＰＲ専業社の取り扱い業務の上位は、メディア関連業務が占めており、この傾向は従来通

りとなっている。前回に比べて取り扱いが増加した業務のうち、「ニュースワイヤーサービ

ス」「動画の制作・プロモーション」がいずれも２０％を超える伸びとなっており、最近の

ネットメディアの台頭に伴う、ＰＲを取り巻くメディア環境の変化を反映した業務傾向を

示している。 

 

 ＰＲ専業社の取り扱い上位の業務（複数回答） 

モニター・クリッピング ８４．５％ 

パブリシティ企画・実施 ８２．８％ 

マスコミ対応 ８１．０％ 

ＰＲコンサルティング ８１．０％ 

記者発表会の実施・運営 ７７．６％ 

 

 取扱いが増加した業務／伸び率順（複数回答、カッコ内は前回、+は前回比） 

ニュースワイヤーサービス ５６．６％（３４．７％） ＋２１．９％ 

動画の制作・プロモーション ５６．６％（３４．７％） ＋２１．９％ 

セミナー・シンポジウム企画・運営 ７３．７％（５４．２％） ＋１９．５％ 

一般消費者とのコミュニケーション活動 ５０．０％（３０．６％） ＋１９．４％ 

モニター・クリッピング ７５．０％（５５．６％） ＋１９．４％ 
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＜広報・ＰＲ業務の重点課題／経営課題＞ 

 

 広報・ＰＲ業務の重点課題 

 

広報・ＰＲ業務を進める上で今後の重点課題は何かについて聞いたところ、「人材育成・確

保」「新しい広報・ＰＲ手法の開発」「業務そのものの質的向上」が上位を占めている。こ

の傾向は前回調査と同様で、業務上の課題の傾向に変化はみられない。 

         （複数回答） 

人材育成・確保 ８２．９％ 

新しい広報・ＰＲ手法の開発 ６５．８％ 

業務そのものの質的向上 ５５．３％ 

インターネットを利用した調査・ＰＲ ４４．７％ 

サービス内容の多様化 ３９．５％ 

 

 

 経営の重点課題 

 

企業経営における重点課題については、「売上拡大」「社員のモチベーションアップ」「働き

方改革」「即戦力の中途採用者の確保」「他社との提携」の順となっている。「働き方改革」

は今回からの新しい設問だが、「経営者の後継者育成」に代わって３番目に多い回答となっ

ている。 

         （複数回答） 

売上拡大 ６５．８％ 

社員のモチベーションアップ ６０．５％ 

働き方改革 ５０．０％ 

即戦力の中途採用者の確保 ４８．７％ 

他社との提携 ４７．４％ 

 

以 上 

 

■本件に関するお問い合わせ先 

公益社団法人 日本パブリックリレーションズ協会 

福家・渡邉 

 

〒106-0032 東京都港区六本木 6-2-31 

六本木ヒルズノースタワー5Ｆ 

TEL：03-5413-6760  FAX：03-5413-2147 

e-mail ：mail@prsj.or.jp 
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＜参考資料＞ 

 

（公社）日本パブリックリレーションズ協会について 

  

公益社団法人日本パブリックリレーションズ協会（略称：ＰＲＳＪ）は、１９６４年に結

成された日本ＰＲ協会と１９７４年に設立された日本ＰＲ業協会が１９８０年に合併統合

され、時代に即したＰＲの在り方の探求とＰＲの啓発・普及を図るために設立されました。 

 

現在は、一般企業・団体の広報部門、ＰＲ業およびＰＲ業関連会社を中心に、有識者を含

む約５３０名で組織されているＰＲのプロフェッショナル団体です。２０１２年４月には

公益法人の認定を受け、公益社団法人となりました。 

 

主要な事業としては、「各種研修」「セミナー」などの教育事業、会員相互の交流事業、年

鑑「PR Yearbook」や会員誌「協会ニュース」の刊行、ＰＲにかかわるデータを網羅した「Ｐ

Ｒ手帳」などの出版事業のほか、優れたＰＲ事例を顕彰する「ＰＲアワードグランプリ」、

傑出したＰＲパーソンを表彰する「日本ＰＲ大賞 ＰＲパーソン・オブ・ザ・イヤー」、広

く地域社会の発展に貢献し成果を収めた人物を表彰する「日本ＰＲ大賞 ＰＲシチズン・オ

ブ・ザ・イヤー」の運営を行っており、これらの活動を通じてパブリックリレーションズ

の普及と啓発、広報・ＰＲスキルの向上などに取り組んでいます。 

 

２００７年、ＰＲパーソンとしての知識やスキル、職能意識を認定する「ＰＲプランナー

資格認定制度」をスタートさせ、協会内外の広報・ＰＲパーソンや、広報・ＰＲに興味を持

つ学生など幅広い層に「認定ＰＲプランナー」としての資格を付与しています。 

 

２００９年１０月には、時代の要請に応える広報・ＰＲ人材育成センターを目指し、実務

能力の向上を目的とした「広報ＰＲアカデミー」を新たに開講いたしました。  

さらにＰＲプランナー資格認定試験に対応して、「広報・ＰＲ概論」「広報・ＰＲ実務」「広

報・ＰＲ 資格試験問題集」を出版するなど、各種の事業を通じて、広報・ＰＲの普及・啓

発と発展に努めています。 

 

 


